
た自己資金を投入する必要があり、事業を実施すればするほど、経営

が悪化、寄付を集めるための投資ができない悪循環に陥っている。ま

ずは、Ｎ連やＪＰＦの一般管理費をフルコストリカバリーに最低限必

要な１５％に引き上げ、寄付募集への投資や国際機関との連携ができ

る体制を整えて、公的資金依存の財務構造を立て直す。そして、人件

費単価の見直し、国内担当者の人役の増加等による業務量の適正化を

通じて、優秀な人材をＮＧＯセクターに集めることが不可欠である。

（3）NGOによるODA事業実施・連携はどうあるべきか

・Ｎ連・ＪＰＦの一般管理費を１５％に拡充する。対象団体は、「国際

協力における重点課題」の適用団体、つまり、現在５％の一般管理費

が適用されている団体を一律に適用すべきである。Ｎ連実施団体は全

国に４００を超えると言われるＮＧＯの中の６２団体であり、世界各

地で実績を有する日本を代表するＮＧＯである。

・既存のＮ連やＪＰＦ等の予算を拡充させた上で、対象国・地域で秀で

た実績を持つ日本のＮＧＯには、外務省から事業を委託することで、

効率的に日本政府の重点課題を解決する。同時に、勢いがある新規ア

クターを増やすために、専門性を有する中小規模の団体が、既存のＮ

連に参入できるように制度を整え、また、「国民一人ひとりが主役の

ＯＤＡ」の実現のために官製マッチングファンド「ジャパン・エイド

・マッチ」の開設を提案する。

・ＪＩＣＡボランティア本邦ＮＧＯ派遣については、受入団体が採用権

と現地での指揮権を確保するともに、その受入費用が補填された場合

は、受入が機能する可能性が高い。特に、企業の現職参加者を本邦Ｎ

ＧＯへ派遣した場合、ＮＧＯと企業の連携が加速する可能性がある。

・Ｎ環の拡充、ネットワークＮＧＯの戦略的強化、国際会議参加促進、

国際緊急援助物資供与における連携も、ＯＤＡの発展に不可欠である。

・私たちは、引き続き、開かれた民主的プロセスである連携推進委員会

を通じ、全国のＮＧＯが参加する形で議論が行われることを望みます。

日本の国際協力NGOの抜本的強化
（1）日本のNGOが主要な就職先となりえていない原因は何か

・セクターとして小さく、社会接点も限定的で、実態が十分に理解さ

れていないため、一般的に就職先の「候補」にも入っていない。

・求められる能力が高いにも関わらず、待遇は悪く、業務量も多い中、

関心層も、ＮＧＯで経験を得た後に、国際協力業界の中でもより魅

力的な待遇の職場へ転職する傾向にある。その後、待遇の悪いＮＧ

Ｏ業界に戻ることは稀である。

・財務的に脆弱であるために、多くは事業に伴う期間雇用となり、事

業の終了とともに、雇用も終了することが多い。優秀な人材がいて

も、公的資金が確保できなければ、雇用を継続できない。

（2）日本のNGOが外国の大規模NGOのような組織と能力を持つ
ためには何が必要か。

・前提として、多様なＮＧＯの価値は、組織の規模で測ることはでき

ない。小規模団体の中にも、特定の地域に精通し、貴重な能力や知

見、存在感を有する団体も数多く存在する。また、規模の拡大より

も、質の向上を優先する団体も存在する。日本のＮＧＯが世界で活

躍し、より存在感を出していくためには、中小規模の団体の成長も

含めたバランスのある成長戦略が必須であり、大規模団体のみへの

優遇政策は、日本のＮＧＯセクターの発展を大きく妨げる。

・日本のＮＧＯセクターの大きな課題の一つに「自前主義」「タコツ

ボ化」があり、これがセクターが自身の魅力を最大限に発揮するこ

とができず、社会から信頼・認知を得られない要因である。日本の

ＮＧＯセクターが、欧米のＮＧＯのような存在感を持つためには、

様々なセクターと連携し、コレクティブインパクト（協働での課題

解決）を発現できる環境を整えることが大切である。

・日本には大きな財団や寄付市場がないため、結果的に公的資金がＮ

ＧＯ活動を支えている。しかし、公的資金の事業においてフルコス

トリカバリーがなされていないために、事業実施のために、限られ

２０１８年１０月３０日（火）ＮＧＯ外務省定期協議会・臨時全体会議資料
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アイキャン、ＩＣＡ文化事業協会、ＩＶＹ、アジア開発銀行福岡ＮＧＯフォーラム、アジア協会アジア友の会、アジアクラフトリンク、アジア砒素ネッ
トワーク、アジア保健研修所、ＡＤＲＡ Ｊａｐａｎ、アフリカ地域開発市民の会、アフリカ日本協議会、ＡＭＤＡ社会開発機構、イカオ・アコ、ＡＡ
Ａアジア＆アフリカ、ＮＧＯ福岡ネットワーク、エファジャパン、All Life Line Net、開発教育協会、関西ＮＧＯ協議会、グッドネーバーズ・ジャパ
ン、ケア・インターナショナル ジャパン、ＣＯＤＥ海外災害援助市民センター、国際インフラパートナーズ、国際協力ＮＧＯ-ＩＶ-ＪＡＰＡＮ、国境
なき子どもたち、埼玉ＮＧＯネットワーク、さっぽろ自由学校「遊」、ＳＡＰＥＳＩ-Ｊａｐａｎ、ＳＥＥＤＳ Ａｓｉａ、ＣＷＳ Ｊａｐａｎ、シェア
＝国際保健協力市民の会、シェア・ザ・プラネット、ＪＩＰＰＯ、ＪＩＭ-ＮＥＴ、シャプラニール＝市民による海外協力の会、シャンティ国際ボラン
ティア会、ジョイセフ、セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン、地域国際活動研究センター、サエア・ジャパン、ＨＡＮＤＳ、名古屋ＮＧＯセンター、難
民を助ける会、にいがたＮＧＯネットワーク、日本・バングラデシュ文化交流会、日本イスラエイド・サポート・プログラムＪＬＭＭ-日本カトリック
信徒宣教者会、日本国際ボランティアセンター、日本国際民間協力会、日本紛争予防センター、日本ＹＭＣＡ同盟、二ランジャナセワサンガ、パルシッ
ク、パレスチナ子どものキャンペーン、パレスチナの平和を考える会、ハンガー・フリー・ワールド、ＰＨＤ協会、ピースウィンズ・ジャパン、ピープ
ルズ・ホープ・ジャパン、光の子どもたちの会、フェアトレード・サマサマ、フェア・プラス、Ｆｕｔｕｒｅ Ｃｏｄｅ、プラン・インターナショナ
ル・ジャパン、ブリッジ エーシア ジャパン、ホープ・インターナショナル開発機構、北海道ＮＧＯネットワーク協議会、北海道国際交流センター、北
海道ＹＭＣＡ、Bokk Jamaar、道普請人、緑の地球ネットワーク、ミレニアム・プロミス・ジャパン、メドゥサン・ドゥ・モンド ジャポン、Little
Bees International、リボーン・京都、ル・スリール・ジャポン、ワールド・ビジョン・ジャパン、わかちあいプロジェクト、匿名５団体

平成３０年度全国ＮＧＯ意見集約アンケート

参考：全国ＮＧＯアンケート参加団体（５０音順）

・期間：２０１８年１０月５日～１８日
・方法：ネットワークＮＧＯ等を通じた

アンケート依頼

全国８６団体

概要

が意見集約に参加
（九州～北海道、実施系～ネットワーク
ＮＧＯ、比較的小規模～大規模）

連携推進委員会を通じたＮＧＯと外務省の連携に対して

日本の多くのＮＧＯは現在の連携推進委
員会を通じたＮＧＯと外務省（民連室）
の連携議論に満足しており、引き続き、
開かれた民主的プロセスの中で、日本の
ＮＧＯの強化策の議論が行われることを
望みます。

今後も開かれた全国的な議論を期待とても評価する
１７．２％

評価する
５０．０％

普通
２７．３％

あまり評価しない
５．５％（※１）

９４.５％ ※評価しない
０％

※１
多くはＯＤＡに
参画できない団体
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本資料の構成

これまでの「ＮＧＯ外務省連携推進委員会」や「ＮＧＯ・ＪＩＣＡ協
議会」の議論を踏まえ、２０１８年７月に、それぞれのＮＧＯ側担当
者である連携推進委員とコーディネーターが、「日本の国際協力ＮＧ
Ｏ強化優先１０項目」としてまとめた。
これに加え、２０１８年１０月に全国のＮＧＯ８６団体の意見集約ア
ンケートを行い、具体的なアイディアを出し合った。

・

・

・Ｐ３・P４はアンケートにより全国のＮＧＯの意見をまとめたもの。
Ｐ８～P１１は、ＮＧＯ側担当者である連携推進委員とコーディネー
ターがまとめた「日本の国際協力ＮＧＯ強化優先１０項目」に基づく
具体的なアイディアを全国のＮＧＯアンケート等からまとめたもの。
各具体的アイディアは、全国の日本のＮＧＯで合意を取ったものでは
なく、今後より幅広いアイディアを募り、具体化していく予定。

・
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調査結果：ＮＧＯとＯＤＡの連携について

とても評価する
１７％（２２票）

【ＮＧＯ-外務省連携：総数１２８】 【ＮＧＯ連携推進委員：総数６３】 【外務省：総数６５】

評価する
５０％（６４票）

普通
２７％（３５票）

あまり評価しない
５％（７票）

とても評価する
２５％（１６票）

評価する
５２％（３３票）

普通
２１％（１３票）

あまり評価しない
２％（１票）

【質問】現在のＮＧＯと外務省の連携について、連携推進委員・外務省を評価してください。
【備考】ＮＧＯ-外務省連携合計は、連携推進委員と外務省への満足度の和より算出

とても評価する
９％（６票）

評価する
４８％（３１票）

普通
３４％（２２票）

あまり評価しない
９％（６票）

※参考：
全く評価しない０票

NGO－外務省連携に対する満足度

とても評価する
１３％（１３票）

【ＮＧＯ-ＪＩＣＡ連携：総数１０３】 【ＮＧＯコーディネーター：総数４６】 【ＪＩＣＡ：総数６５】

評価する
３５％（３６票）普通

３４％（３５票）

あまり評価しない
１４％（１４票）

とても評価する
２０％（９票）

評価する
４６％（２１票）

普通
２８％（１３票）

あまり評価しない
２％（１票）

とても評価する
７％（４票）

評価する
２６％（１５票）

普通
３９％（２２票）

あまり評価しない
２３％（１３票）

NGO－JICA連携に対する満足度 【質問】現在のNGOとJICAの連携について、NGOコーディネーター・JICAを評価してください。
【備考】NGO=JICA連携合計は、NGOコーディネーターとJICAへの満足度の和より算出

全く評価しない
５％（５票）

全く評価しない４％（２票） 全く評価しない
５％（３票）

臨時全体会議資料対象外



調査結果：ＮＧＯと外務省の連携について

連携推進委員（※）への満足度理由、期待、要望

・ほとんど報酬を得られないにも関わらず献身的に活動しているため。
・自団体を超えて日本のＮＧＯ全体のために活動。感謝しかない。
・新規ＮＧＯがＯＤＡに参入しやすい雰囲気をつくってほしい。
・ＮＧＯとＯＤＡはもっと連携できると期待。
・貴重な労力を割いて、ＮＧＯと外務省との関係強化・改善に取り組
み、実際に成果が上がっているから。

・多様な情報発信はありがたい。
・ＮＧＯと外務省の定期的な話し合いは必要。
・これまでの成果・実績を拝見すると、十分効果的に機能している。
・委員の活動の理解が浅く、評価ができない。
・外務省に対し「関係性の重視」と「言うべきことを言う」というバ
ランスにおいて、前者に偏っているのでは。

・中小、地方ＮＧＯの声があまり反映されていない。
・大手ＮＧＯにとって関心の高いＮ連一般管理費に加え、中小規模Ｎ
ＧＯの支援・底上げにつながるスキーム拡充に取り組んでほしい。

・外務省スキームで提出書類が簡素化されたため。
・政策提言は東京中心になりがちなので、これからもきちんと地方の
中小のＮＧＯの声を聞いてほしい。

・委員のボランティア精神に甘えず、ＮＧＯセクター全体で負担を分
かち合うべき。ＮＧＯ側事務局を作り持続的な体制を。

・一般管理費の増額等、重要な事案を前進させていることに感謝。
・事業サイクルや分野別の研究会を設けて、ＮＧＯ・外務省双方で知
見を高められるような環境作りをおこなってはどうか。

・委員が各県を巡回し、ＮＧＯとの意見交換をおこなってはどうか。
・時間と人材の余裕がないため、ＮＧＯの意見を代弁してくれ貴重。
・昨年度、独自の予算創出や事務局の改革等があったため。
・外務省と大変辛抱強く交渉されていてありがたい。ＮＧＯの給与は
安くて当然という一般的な意識が変わるようになってほしい。

・政策提言の情報は地方では入手が困難なため、情報共有に力を。
・引き続き、外務省とＮＧＯの連携強化を期待する。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・民連室とＮＧＯの関係づくりを熱心に取り組んでいる。
・地方や小さなＮＧＯの意見を拾い上げ、外務省との調整を希望。
・特に近年、Ｎ連の制度向上において、具体的で建設的な協議を進め

てくれているため。
・手引き改善も重要だが、制度設計全体に関する改善もお願いしたい。
・連携推進委員の活動を見たことがない。
・このアンケート自体を実施すること自体、貴重なこと。
・連携が進展しているから。
・各ＮＧＯの声を吸い上げようとしているため。
・活動分野や規模の異なる多様性を反映させようと、ＮＧＯの声を拾

い上げようとする委員には大変感謝している。
・自分の仕事がある中、ボランティアで精力的に活動してくれている。
・ＮＧＯ間で意見調整し、具体的な要望を外務省に伝えてくれている。
・結果などを広く共有してほしい。
・それぞれがフルタイムで仕事を持つ中、セクター全体のために重要

な協議をして下さっていることに敬意を表す。
・活動内容を把握しておらず、評価できない。
・ＮＧＯ全体の利益を代表する動きを期待する。
・ＮＧＯへ情報共有を積極的にしてくれている。
・外務省・ＮＧＯ双方向に情報共有がスムーズになった。
・ＮＧＯ・外務省双方の理解と信頼を育んでほしい。
・ＮＧＯの要望を取りまとめ、外務省からの情報を共有をしている。
・全国のＮＧＯの声をなるべく外務省に届けるべく、委員の構成も考

慮され、日々努力して活動していただき、ありがとうございます。
・引き続き、ＮＧＯセクターを盛り上げてほしい。
・個々のＮＧＯの課題が異なる中で、外務省と連携をはかっている。
・Ｎ連を快適に利用させていただいている。ありがとうございます。
・ＮＧＯと意見交換の場がもう少し多いと良い。
・ＮＧＯの能力強化のために、これからもよろしくお願いします。
・Ｎ連に参入できない小さな団体がＮＧＯ活動を継続できるように。

※ＮＧＯ－外務省連携推進委員会のＮＧＯ側委員

臨時全体会議資料対象外



調査結果：ＮＧＯと外務省の連携について

外務省（※）への満足度理由、期待、要望

・ＮＧＯの要望や問い合わせに対して、丁寧に応対してくれている。
・対話の姿勢を維持継続してくれている。今後も対話の継続を望む。
・ＮＧＯも立派に日本の顔として海外で活動している。外務省とＮＧ
Ｏの連携が促進されることを望む。

・草の根で地域の開発に関わるＮＧＯをもっと活用してほしい。
・Ｎ連等の資金に感謝しつつ、規則が細かすぎたり、対象となる活動
が限られているので改善を希望（例：人権系の活動が助成対象）

・連携推進委員の意見を尊重して進めてくれている。
・地方開催等、なるべく多くの意見を聞こうとする姿勢を感じる。
・手続きの簡素化が進めば資金の活用を検討したい。
・地方の中小ＮＧＯも連携の視野にいれてほしい。
・ＮＧＯの専門性を活かし、伸ばし、より良いＯＤＡ事業を実施する
という観点から、Ｎ連制度を改善していただきたい。

・予算増加等、ＮＧＯ活動へより重視してくれていると感じる。後は、
ＮＧＯへの信頼度をより向上してほしい。

・民連室は、様々な間に挟まれつつ、頑張っており、感謝しかない。
・ＪＩＣＡよりも、はるかにＮＧＯを理解してくれている。
・世界的な会議に日本のＮＧＯが参加できるようにしてほしい。
・民連室が、外務省内部、他省庁との調整が難しい懸案について尽力
してくれているため、風穴が空きつつあることを実感している。

・ＯＤＡの政策決定過程にＮＧＯの意見をもっと反映してほしい。
・中小ＮＧＯへの資金提供と大使館からの情報提供を希望する。
・ＳＤＧｓで企業と政府連携ばかりではなく、ＮＧＯ連携強調を希望。
・制約がある中、ＮＧＯの意見を聞く場が拡充されていると感じる。
・定期協議会をスカイプでつなげ、地方の参加を希望する。
・国や地域限定ではなく、広く活動に使用できる資金が必要。
・ＯＤＡの民間活用（ＮＧＯとの連携）を積極的に働きかけてほしい。
・ＪＩＣＡ草の根改革を連携推進委員会で話し合ってほしい。
・ＮＧＯを信頼していないような言動が見えることがある。
・Ｎ連を通じてＮＧＯの活動を応援してくれているため。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・ＮＧＯの力不足もあり、国民の理解が進まない中、税金を使ったＯ
ＤＡを使わせてくれることに感謝。

・外務省内に企業やＮＧＯ経験者、ＮＧＯへの出向が増えるとＯＤＡ
に多様な視点が取り入れられる。

・制度の改善について、建設的な議論を進めてくれているため。
・小規模草の根レベルの活動への支援と迅速かつ柔軟な対応を期待。
・地方のＮＧＯが資金を使いやすいようにしてほしい。
・細かな質問にも迅速に丁寧にご返答頂けており大変助かる。感謝。
・実務を担当している部署の対応が早い。
・小規模ＮＧＯに有益な助成金やイベント、セミナーを希望する。
・民連室は、板挟みになりながら良く対応してくれていると思う。
・ＮＧＯの独立性を支持しつつ、対等なパートナーとして認識。
・ＯＤＡ予算が増えない中、効率的なＮＧＯの活動にＯＤＡ予算をシ

フトすることを一納税者として希望する。
・前向きに検討してくれているが、まだ目に見える成果は出ていない。
・民連室は、業務がパンク状態で、権限も弱いのでは。せめて、室で

なく民連「課」、できれば民連「局」になってほしい。
・事前説明の機会が増えたことがありがたい。
・最近は、外務省と委員が協力し、制度を良い方向に変えようとして

いる。これが続く限り、多くのＮＧＯは民連室を支持すると思う。
・民連室・ＮＧＯ双方の「働き方改革」を実施するためには、書類や

様々なルールを緩和するしかない。今の状態は、持続的ではない。
・ＮＧＯに対する期待が大きいことは好ましい。
・積極的にＮＧＯに協力しようという姿勢が見られるため。
・外務省は、多大な努力をしてくれている。
・ＮＧＯ支援を拡大してほしい。
・相互理解と信頼を育むために、交流の場があってもよいのかも。
・多様なＮＧＯのニーズに合うような支援策を考えてほしい。
・協議された事項について、真摯に取り組んでくれている。更なる

制度の改善を推し進めていただきたい。

※ＮＧＯ－外務省連携推進委員会の外務省側

臨時全体会議資料対象外



調査結果：ＮＧＯとＪＩＣＡの連携について

ＮＧＯコーディネーター（※）への満足度理由、期待、要望①

・地方から協議会への参加の意義が感じられることを期待する。
・新しい関係を切り開くという意気込みを持って邁進してほしい。
・報酬がないのに、ＮＧＯ全体のために活動している。感謝しかない。
・ＪＩＣＡ事業を実施団体の課題に、より踏み込んで議論を希望する。
・客観的な意見や情報提供をしている。
・ＮＧＯ業界の成長に資するものと高く評価している。
・県レベルでＮＧＯとの意見交換を行うことを提案する。
・ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会の事務局運営が大きく変更になることで、
地域のＮＧＯの声が反映されにくくなると思う。また、その体制化
で声を反映しようと思うと地域ＮＧＯの負担がますます増加する。

・ＪＩＣＡとＮＧＯの連携は、あまりVisibleではない。
・会合への参加が限られているために評価することが困難。
・当団体職員もコーディネーターに入っているため。
・このアンケート実施等、積極的に活動してもらっていると思う。
・昨年度、協働に向けてのアクションプラン等が作成されたから。
・３年という縛りがあるため、引継ぎをスムーズに実行し、事業の進
捗に影響のないようにしてもらいたい。

・存在がわからない
・ＪＩＣＡとのコーディネーションにかかる時間、エネルギーを考え
ると、そのコミットメントに感謝しかない。

・無償ボランティアとして良くやっている。
・草の根技協の質の向上に向けたワークショップなどを積極的に開催
しているため。その一方で、資金ショートの問題がＮＧＯ側に情報
が入るのが遅れる等ＪＩＣＡとの情報共有を強化してほしい。

・評価できるだけのことを把握していない
・コーディネーターを通したことがない。
・草の根技協の相互理解促進に向けた動きをしている。
・草の根事業が始まったばかりだが、特にＪＩＣＡとの連携について
問題は感じていない。

・もう少し情報をまめに共有してほしい。

※可能な限り全て記載。

・ＮＧＯとＪＩＣＡは性質の異なる組織なので、ＮＧＯの独立性を
しっかりと意識すべき。

・ＮＪ協議会の位置付けや協議のポイントがＮＧＯ内で徹底されてい
ないため、周知していく必要がある。

・コーディネーター変更の際の引き継ぎをきちんと行うべき。
・ＪＩＣＡ連携の強みは、双方のリソースを兼ね合わせることでより

質の高い事業展開をすることだと思うが、実際には、資金提供側と
受ける側という域を超えていない他、リソースや経験の共有もなさ
れていない。より質の高い事業を実施するための議論が必要。

・地方のＮＧＯ側の意見取りまとめは慎重に進める必要がある。
・草の根事業がより多くの団体に使い安くなるように働きかけを希望。
・スキーム改善のためにＮＧＯの要望を取りまとめ、交渉すること。
・ネットワーク構築の目的を明確にさせた上で地域の中小のＮＧＯも

巻き込んだネットワーク構築への働きかけ。そこにＪＩＣＡがどの
ように関わるのかという議論が必要。

・ＮＪ協議会に参加していないため回答できない
・草の根は、ＮＧＯのスキームとしては、すでに崩壊状態にある。Ｎ

ＧＯがきちんと活用できるように、抜本的にコーディネーターや事
務局の体制を改善すべき。

・中小ＮＧＯの声を吸い上げて欲しい。
・手引きの変更点を分かりやすくし、改変の時には通達してほしい。
・これからもＪＩＣＡと共に支援事業を行えるようにしてほしい。
・ＪＩＣＡに対して、おかしいことは、おかしいと毅然とした態度で

言ってほしい。これまできちんと指摘せず、実施ＮＧＯの声が反映、
されていなかったから、草の根も含め、日本のＮＧＯはＪＩＣＡと
の連携がどんどんできなくなっていった。

・ＪＩＣＡとの連携がＮＧＯにメリットがあるということをネット
ワークＮＧＯの会員に発信できればより連携が深まる。コーディ
ネーターは各会員のニーズを調査してほしい。

・業界の全体の底上げのため、献身的に働いてくれて感謝している。

※ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会のＮＧＯ側コーディネーター

臨時全体会議資料対象外



調査結果：ＮＧＯとＪＩＣＡの連携について

ＮＧＯコーディネーター（※）への満足度理由、期待、要望②

・ご苦労様です。各地域での連携促進を強化していきましょう。
・特定の団体と東京のＪＩＣＡとの連携強化ではなく、中小や地域の
ＮＧＯを含めたＪＩＣＡ全体との連携強化策を考えてほしい。

・きちんと実施団体の声を聞いてＪＩＣＡと協議すべき。誰に言うべ
きか不明だが、コーディネーターにきちん対価が支払われるように
なってほしい。

・地方の中小ＮＧＯの声を反映してください
・ＮＪ協議会や事務局が、ＮＧＯの利益を伴わないＪＩＣＡの非効率
な制度の維持装置になっていないか。

・ＮＧＯ全体の成長につながる良い連携になるよう応援している。
・ＪＩＣＡの契約職員に対して、倫理規定を含め、職務上のガイダン
ス等を実施してほしい。

・ＮＧＯのニーズや課題に寄り添ってJICA と話し合っていただきたい。
・ＮＧＯの多様な活動の広報が大変重要。ＪＩＣＡが媒介となり、広

告代理店の協力によるＮＧＯの広報能力強化等があるとありがたい。
・企業との連携等、多様なセクターを媒介する役割を担ってほしい。
・研究調査への支援スキームがあるとありがたい。かつてＪＢＩＣが
行っていたような専門家も雇用できる位の予算のもの。

・ＪＩＣＡとＮＧＯがそれぞれ得意分野・優れたところを理解し、対
等にお付き合いができるとよい。

・青年海外協力隊の制度を廃止し、ＮＧＯへの支援予算を増額する。
制度としてはすでに不要。ＮＧＯが、それだけ活動できている。

・草の根実施団体に対して密な連絡をお願いする。ＪＡＮＩＣの中に
コーディネーターの窓口があるのか？窓口があれば、ＪＩＣＡ事業
を実施する団体が登録できれば、情報交換がしやすくなる。

・ＮＪ協議会について、いつ開催するのか、議事録についてもどこに
アップされているのか知らなかった。ＪＩＣＡ国内機関がＵＲＬを
送ってくれたので、議事録を見ることができた。

・問題・課題を出し合ってきちんと議論できる場になればいい。

※可能な限り全て記載。

・ＪＩＣＡの行っている事業に対して、しっかりと意見を言うべき。
・Ｎ連で、よくＪＩＣＡ専門家待遇と同等と言われるが本当に同等な

のか。ＮＧＯ職員がＪＩＣＡ専門家待遇よりいい場合もあるべき。
・バングラデシュの事業を受託しているが、５年毎のＮＧＯビュー

ローの登録が更新料が今年から急に６，０００ドル＋ＶＡＴ１５％
と言われ大変困っている。とても間接費で対応できる金額ではない。

・ＮＧＯの活動を行う上で生じる困難な状況をサポートし、ＮＧＯ本
来の活動がしやすくなるよう支援する相談窓口を設置してほしい。

※ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会のＮＧＯ側コーディネーター

臨時全体会議資料対象外



調査結果：ＮＧＯとＪＩＣＡの連携について

ＪＩＣＡ（※）への満足度理由、期待、要望①

・ＪＩＣＡ草の根は採択から事業開始までの時間が長く、非常に負担。
・草の根への申請が厳しくなっており、手続きを簡略化してほしい。
・ＪＩＣＡのスキームはＮＧＯにとって非常に使い難く、なぜＮＧＯ
をパートナーとして捉え積極的に事業を展開しないのか不思議。

・ＮＧＯ向けの予算やスキームを増やして欲しい。
・ＮＧＯとの協働への姿勢や取り組みについて評価する。
・即戦力、費用対効果ばかりでなくＮＧＯを育てるという姿勢を。
・ＯＤＡとＮＧＯをつなぎ、調整する機能をもっと強めてほしい。
・連携の形が見えない。
・国内事業部の職員の姿勢、態度がすばらしい。対話が深まっている。
・全体の動きと地方での動きが連動することを期待する。
・ＮＧＯの成長に一定の理解が見られる。
・横の繋がりが広がる機会を増やしてほしい。
・ＪＩＣＡがＮＧＯに何を期待しているのかよくわからない。
・ＮＧＯとの連携に積極的で、地域センターでのイベントを含めて市
民社会に開かれていたことを高く評価していたが、一昨年の財政問
題に関してＮＧＯへの公式説明がなかったことで、評価を下げた。

・ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会の事務局運営が大きく変更になることで、
地域のＮＧＯの声が反映されにくくなると思う。また、その体制下
で声を反映しようと思うと地域ＮＧＯの負担がますます増加する。

・ネットワークＮＧＯの役割を明確に位置づけて連携を行って欲しい。
ネットワークＮＧＯへの事業助成を検討して欲しい。

・ＮＪ協議会決定事項を各センターの担当者にきちんと伝えるべき。
・ＮＧＯの成長にとって好ましい連携。質の高い連携を期待する。
・連携に対して非常に雑で、不誠実。業務に対してのプロフェッショ
ナリズムを全く感じない。

・会合への参加が限られているため評価することが困難。
・資金ショートについての説明が不足。信頼関係の再構築が必要。
・ＮＧＯ登録が無ければ画一滴で進展しない。外務省はＭＯＵのみ。
・海外と国内事務所の連携を促進すべき。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・ＪＩＣＡ資金ショートで、草の根等の事業ができない。
・ワンワールド・フェスティバルで年々予算が減らされ、また担当者
の熱意にバラツキがあるので、やりにくい。

・資金ショートの問題が起こった際、ＮＧＯの実施する草の根事業に
大きな影響があったにも関わらず、情報共有や報告が遅れた。パー
トナーとしてよい事業を行っていきたいと考えているため、こうし
た事情が起こってしまったことは大変残念。

・ＪＩＣＡやＮＧＯがそれぞれ違うことをするのではなく、同じ方向、
目標に向かって協力し、足並みを揃えて活動ができるように。

・ＮＧＯの意見を聞き取る努力をしている。
・評価できるだけのことを把握していない
・実施能力を持つ団体は、Ｎ連やＪＰＦで事業展開し、あえて予算が
少なく、採択率も低く、精算が非効率、担当者の問題も多く、成果
をＪＩＣＡ事業にされ、ＰＤＭも担当者の意向で変えられ、事業開
始までに申請から１年半もかかるＪＩＣＡ草の根に応募しない。

・ＪＩＣＡ海外事務所から視察に来ていただいたり、アドバイスや研
修の機会を頂いている。ただ交通費や宿泊費が、自己負担になるた
め、参加できないときも多い。

・ＮＪ協議会を定期的に開催し、コミュニケーションを取っている。
北海道ではセミナー等で協力体制ができているが、草の根事業や研
修に関しては連携が減っている。

・草の根廃止も選択肢の1つ。
・ＮＧＯの独立性を支持し、そのエンパワーメントに力を注ぐべき。
ＪＩＣＡは裏方に徹してほしい。

・審査のスピードと提出書類の効率化を進めるべき。 事業の活動報告
会が随時告知され、聴講できることは良い。

・資金ショートの問題を含め、ＪＩＣＡは説明責任を果たしていない。
ＮＧＯに対する敬意が感じられない。

・事業立案、評価等について指導して頂くことで、自分達だけでは気
がつかない課題を明確にすることができている。

※ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会のＪＩＣＡ側

臨時全体会議資料対象外



調査結果：ＮＧＯとＪＩＣＡの連携について

ＪＩＣＡ（※）への満足度理由、期待、要望②

・ＪＩＣＡは時間がかかる上、細かい。
・ＮＧＯの理解を深める、草の根技協の制度改善を行う姿勢を見せて
いる一方、資金ショートによりＮＧＯが負の影響を受けている。

・もっとＮＧＯを信用してほしい
・支援のスキーム拡大はこの間行われてきた。一方でＮＧＯ・ＪＩＣ
Ａ双方連携における方針が明確ではない。連携方針、戦略がなけれ
ば、これだけの時間をかけて協議を進める必要があるのか不明。

・同じ国で活動するＮＧＯ通しの連携の機会を作ってほしい。
・すでに実質的にＮＧＯが活用できないスキームになっている。
・市民連携に関わる方のＮＧＯへの理解は高いと思いが、ＪＩＣＡ内
部での市民セクターやＮＧＯに対する認識や評価は極めて低い。海
外でも同じような狭い視点で、事業を展開しているのであれば、
ＪＩＣＡの事業の質に影響を与える大きな問題。

・草の根技協について、安全管理や会計報告など運用面でのしばりや
要件が強すぎ、書類仕事に追われ、良い事業を実施するためのエネ
ルギーが現場、本部ともに残らない。

・草の根の担当者が数年で変更となり、ＮＧＯや事業への理解や当事
者意識にばらつきがあることが、事業にも大きく影響を与えている。
草の根技協の在り方、職員の位置付けを一度見直すべき。

・申請・実施（小規模の活動変更含）の際に、書類ややりとりが非常
に多い。計画した成果を出すことは必須だが、そのための計画変更
等、ＮＧＯ側で適宜判断・実施するような連携であるべき。

・昨年度のＮＪ協議会でＪＩＣＡ不祥事に対する説明が不十分。
・草の根事業推進は、小規模団体のみに多くの目が向けられ、それ以
外の団体への配慮がない。すべての団体が利用しやすい草の根事業
になることを望む（人件費金額の低さなど）。

・草の根の人件費が低く、コンサルとの差に、差別を感じる。
・ＪＩＣＡが寄付を集めることは、ＮＧＯを潰すことになる。これに

対しても、資金ショート同様、説明を一切しない姿勢に大きな問題。
・業務達成報告書の記載方法が曖昧で理解が難しい。

※文字数・日本語調整は行いつつ、可能な限り全て記載。

・地域連携では、支部長、課長のＮＧＯに対する姿勢に依る。異動の
度に再構築する必要があり、安定した連携体制を保つのが難しい。

・東京で開催されているＮＪ協議会、事務局業務の契約・経費の見直
し、各地域センターと地域のＮＧＯとのオフィシャルな協議会の立
ち上げを検討すべき。現状、中央に人を集めてそこで協議する形は
限界があり、外務省にないＪＩＣＡの資産である「地域センターの
活用」を考え、各地域での協議会の立ち上げに予算を使うべき。

・ＮＧＯ相談員において、ＪＩＣＡ支部、各県推進員から情報提供が
必要。関係性がいい時は、情報共有もスムーズに行うことができる。

・独法意識が強く、組織自体が閉鎖的で、説明責任が欠如。
・ＮＪ協議会の具体的な成果が見えない。
・資金問題に対し、自ら説明を行わず、信頼関係が大きく損なわれた。
・ＰＤＭの知識は、他の事業に応用できるので助かる。このようなＮ
ＧＯの人材育成につながるセミナーや研修を今後も期待する。

・ＪＩＣＡ予算逼迫について、全く知らされなかったのは納得できな
い。ＪＩＣＡ側からＮＧＯに説明会を開催すべきだった。予算を減
額されたのに、減額前の成果を求められることがないよう希望する。

・ＮＪ協議会の位置付けが不明確。協議会を廃止し、ＪＩＣＡに関わ
る連携政策は連携推進委員会、それ以外は、各地方の地域センター
と地域ＮＧＯで話し、地域のＮＧＯが参加できるようにすべき。

・草の根事業では、担当者がすぐに代わるため、事業についてその度
に説明をし、理解を得なければならない。（４年間で４名交代）

・採択はされているのに、その後半年間、担当者が作成した膨大な質
問集により、回答と質問のやりとりに多大な時間がかかる。

・契約時点で担当者の意向に沿うＰＤＭへの変更を余儀なくされたた
め、事業開始後、現地の実情に即したＰＤＭに変更を行った。

・事業と無関係の個人情報を提出させられた。担当者の権限により、
明らかに対象内の経費計上が認められず、自己負担となった。

・経費精算様式はプロが作成したものを用意していただきたい。また、
フォーマットが頻繁に変更され、混乱する。

※ＮＧＯ－ＪＩＣＡ協議会のＪＩＣＡ側

臨時全体会議資料対象外



日本のNGOセクターが、日本社会において魅力的な就職先になるために

・待遇改善：企業・公務員・コンサル並の給与と福利厚生
（有給休暇、賞与、一時帰国支援、昇給、退職金等）

・組織財政の安定：高自主財源の獲得、管理部門費用の確保
・脱事業ベース雇用
・働き方改革（業務量削減、多様な働き方等）
・内部スキルアップシステム（研修体系化、学びの機会）
・経営者の経営能力の向上（←外部からの経営アドバイス）
・ミッションの頻繁な確認、メンターの存在
・課題解決能力の向上、ニーズの高い活動
・活動範囲拡大・国内課題の解決（自然災害等）
・イノベーションを起こす環境（コレクティブインパクト）

・本部事務所の多様化・多国籍化、他

全国８６ＮＧＯアンケート意見集約結果より（２０１８年１０月実施）

・国際機関経験（帰国）者再就職促進
・ＮＧＯとの事業パートナー促進
・課題別国際機関・ＮＧＯ合同広報

【日本社会における労働市場の課題】※特に地方で顕著
・労働力人口減少×高有効求人倍率（外国人労働の障壁）⇔人道危機拡大
【中小企業と同種の課題】
・人数も限定的⇒育成＜目先の業務。組織内ポストが限定的で移動困難。
・組織基盤が弱く、事業期間雇用が一般的（自己資金で人件費捻出困難）
・採用（広告）費用を捻出できない⇔JICA Partnerの地方求人は限定的

・異業種交流、人材交流・プロボノ受入
・ＣＳＲ・本業連携、基盤強化助成金

・合同広報キャンペーン（魅力的なＮＧＯ職員によるＰＲ等）
・合同で大規模ジョブフェアへの参加
・海外でのＮＧＯの位置付けを発信、他

・開発教育の活性化とＮＧＯ接点拡大
（活動の意義と仕事の魅力を伝える。
ボランティア活動活性化、ゼミ連携）

・Ｎ連・ＪＰＦ一般管理費１５％へ
・人件費単価見直し（コンサル並に）
・国内人役の増加・福利厚生費計上
・一時帰国の許可
・外務省「委託」事業の促進
※公的資金によるＮＧＯ成長例（米国）
・申請・報告時の業務量削減
・基盤強化スキーム（Ｎ環の拡充）
・人事交流
・危険度の高い地域への渡航緩和
・ＯＤＡを通じた企業連携促進
・ＮＧＯ・ＯＤＡ合同広報

・ＮＧＯの存在意義浸透
・寄付文化醸成／意識改革（報酬等）

・ＮＧＯ連携に対する企業への優遇
（例：障害者雇用、税制優遇等）

・合併できる法整備
・外国籍労働者「特定技能」ビザ適用
・ハローワークでの社会貢献枠設定
・ＮＧＯへのふるさと納税全国化

ＮＧＯ組織内部の改善

地域社会・一般市民

行政・自治体 ＮＧＯセクターの改善

教育機関

企業

ＯＤＡ

日本のＮＧＯが主要就職先となりえていない原因
【日本のＮＧＯセクター特有の課題】
・求められる能力と待遇に大きなギャップ
・限定的国際協力人材・高待遇選択肢（国際機関、ＯＤＡ、国際ＮＧＯ等）
※一旦、ＮＧＯ外に出ると待遇が理由で、ＮＧＯに戻ることは稀。

・人員に対する業務量過多、身体的・精神的疲労、燃え尽き（膨大な書類
・一時帰国の計上不可）

・日本社会との接点が限られ、ＮＧＯ理解が限定的（ＮＧＯって何？）
・同 ＮＧＯでの就労に対する理解が限定的（無償、華やかなイメージ）
・同 ＮＧＯの社会的信用が限定的（社会課題解決者としての認識欠如）
・タコツボ化（他セクター、セクター内でのイノベーションが起きない）

国際機関

メディア

・ＮＧＯの認知度・社会的評価の向上

■社会とセクターの接点が限定的で、社会におけるＮＧＯ理解が限定的
■「国際協力の経験を積む場」としてのＮＧＯ、待遇等の理由で戻ることは稀
■人手不足が、離職率を高める「負のスパイラル」

参考：学生人気就職先（２０１６年）
英国６位 Oxfam（ショップでの接点）
米国８位 Teach for America（期間限定
参加⇒社会へ）

日常での接点増が大切
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・成果の可視化／適切な評価（ＳＤＧｓへの貢献含）
・市民生活とのつながり（環境、人権、安全保障等）
・諸外国社会におけるＮＧＯの位置付け整理、他
（欧米、アジア・アフリカの事例等） コレクティブインパクト（Collective Impact）創出機会の最大化の必要性

日本のＮＧＯのセクターが、他セクター（行政や企業等）が有しない固有の価値を持ち、
それが広く認識され、支持されている状態をつくる。

・非ＯＤＡ広報ＴＶ番組でのＮＧＯ・同職員露出増加
（ドラマ、映画等）※薄く広く無関心層へ浸透
・映画上映に合わせた課題別広報
・ＴＶＣＭでのＮＧＯ合同広報
・ネット・ＳＮＳ・独立メディアの活用
・著名人によるＮＧＯ情報の発信
（コンサート、河野大臣のFacebook等）
・有名人・要人の事業地訪問増加
・国際機関・外務省（地域各局・国際協力局）との

課題・地域別合同アピール（シリア・イエメン等）

・高い事業の質・人道支援原則に即した活動
・健全な財務・透明性・説明責任の確保
・高い安全基準と安全対策
・ＮＧＯ共通のコンプライアンス基準確立
・信頼できるＮＧＯの認証制度
・多様な活動（文化交流、人権擁護、政策提言、

まちづくり、国内災害対応等）
・市民の声が反映された民主的な組織・セクター

他

※理事、職員、ボランティア、会員、寄付者等
・会員・寄付者、ボランティア（国内・海外）の増加
・講演や事務所受入、主催・参加イベントの増加
・地域コミュニティとの接点 ↑外務省イベント含

＝実践者を増やすこと自体が、接点を増やす。

市民のより広い支持を得る必要性

日本のNGOセクターが、日本社会において認知度・信頼度を高めるために
全国８６ＮＧＯアンケート意見集約結果より（２０１８年１０月実施）

【上の観点から、ＯＤＡで重視すべきスキーム】 ※★は、現存しない提案スキーム

・企業連携：ＪＩＣＡ中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業、ＪＩＣＡボランティア
による現職参加者の本邦ＮＧＯへの派遣★等

・外務省：日本ＮＧＯ連携無償資金協力（ＮＧＯパートナーシップ事業、地域協働型
事業★等）、外務省「委託」事業★、ジャパン・エイド・マッチ★）

・国連機関：外務省・国際機関・ＮＧＯの連携強化のための環境整備
・国際会議／国際的なＮＧＯネットワーク参加促進：Ｎ環・一般管理費１５％拡充他

固有の価値を高める必要性

「他団体、他セクターとの連携が進まず、自前で全ての課題に対応しようとするが
故に『タコツボ化』し、専門性が磨かれないことが、現在、日本のＮＧＯセクターが
魅力を発揮できない根本的原因」

連携先：企業、教育機関（研究者）、自治体、ＣＳＯ間、フリーランス、ＯＤＡ等

固有の価値をまとめる必要性

固有の価値を伝える必要性

直接接触型 ＮＧＯ活動や実践者（※）との接点増加

間接接触型 メディア露出の増加

■市民生活に密着した無関心層への働きかけが重要
■各セクターとの資金以外の協力もとても効果的

２０１８年１０月３０日（火）ＮＧＯ外務省定期協議会・臨時全体会議資料
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■自助努力が前提。
■ＯＤＡの中でも、ＮＧＯとの
連携において、事業の質やア
カウンタビリティ、安全基準
等を向上させることを念頭に
おいた制度設計が効果的。



NGOとODAの連携を通じて「国際的プレゼンスが高く、強靭な日本のNGOセクター」、
「生まれ育った地域でNGO活動が溢れる市民社会」を構築し、ＳＤＧｓの達成へ貢献する。

日本の国際協力NGO強化優先１０項目

２０１８年１０月３０日（火）ＮＧＯ外務省定期協議会・臨時全体会議資料

①一般管理費を１５％へ拡充

②ＮＧＯ活動予算の抜本的拡充と中小ＮＧＯスキームの新設

③国際機関連携強化に向けた環境整備の実現

④国際会議等への参加と提言の促進

⑤ＪＩＣＡボランティアの本邦NGO派遣環境整備

⑥開発・人道ニーズがある地域への渡航制限の緩和

⑦働き方改革促進と業務効率化

⑧ＯＤＡとＮＧＯが一体となった国際協力広報強化

⑨NGO活動環境整備支援事業（Ｎ環）の拡充

⑩ネットワークNGOへの資金提供

最重要

各地域のネットワークＮＧＯの存在は、実施系ＮＧＯの能力強化や政策提言
の生命線であるとともに、他アクターにとっても、集積した国際協力の情報
を得られ、また、市民の声をＯＤＡに反映させる貴重な存在。国際協力を各
地域で広めるためにも、公的な財政面での支援策の拡充が必須。

Ｎ環は、ＮＧＯの活動環境を整備する重要なスキームにも関わらず、５年前
と比較し、受託団体数は、NGO相談員１７→１５、海外スタディ１１→７、ＮＧ
Ｏ研究会５→３、ＮＧＯインターン２０→１０と激減し、環境を整備できる状況
にない。大幅に拡充していただきたい。

一般市民が内向きになり、グローバルな課題への関心が薄れていく中、Ｏ
ＤＡとＮＧＯが協力して、国際協力の重要性を訴えていくことが求められて
いる。ＯＤＡ広報媒体の中で、ＮＧＯのＳＤＧｓ等への貢献を表現するととも
に、一般市民向けの広報をより戦略的に連携して実施していくことが大切。

Ｎ連やＮ環等の制度において、申請・報告書類作成や調整に多くの時
間が費やされ、これらの業務にＮＧＯ・外務省双方が膨大な人件費を
費やすのは、きわめて非効率であるとともに、日本のＮＧＯの高離職
率の一因になっている。日報の廃止等早急な業務効率化が必須。

ＮＧＯが国際基準に基づいた安全基準の運用や研修を実施しているこ
とに鑑み、一定の危険度に達している国・地域への邦人の渡航につい
ては、従来より細かく設定された渡航情報、地域特有の脅威情報、各
ＮＧＯの安全管理等を総合的に判断の上渡航が認められるべき。

人材不足解決とODA財源効率化のために連携は必須。特にシニアＶや企
業在職参加との連携効果は高い。連携促進のためには、ＮＧＯが１）Ｖ採用
権、２）現場指揮管理権、３）年数十万円程度の管理費の３点の環境整備が
不可欠。日本のＮＧＯ派遣専用のスキーム新設も一案と思われる。

SDGs、難民/移民グローバルコンパクト、国際保健等人道・開発支援では
常に新たな潮流、規範、政策が形成され、それに基づいて各分野、各国で
支援が展開されている。日本のNGOも、規範・政策策定レベルにおいて、さ
らに発信、提言能力を高められるように、予算措置をしていただきたい。

国際的に日本のプレゼンスを高め、資金源多角化のため、国際機関との
パートナーシップ増加がＮＧＯ、政府双方より望まれている。そのため、国際
機関とマッチングしやすい制度への改編を行い、３年以上長期化する人道
危機への対応、事前展開も可能とするコアファンディング等を実現する。

日本政府からＮＧＯへの拠出金は欧米諸国に比べ、極めて低い。より効
率的に質の高いＯＤＡを実施するために、ＮＧＯへの予算は抜本的に拡充
すべき。また、国内災害対応や国際協力の浸透においても、地方の中小
ＮＯの存在は重要であり、中小ＮＧＯ用スキーム新設が不可欠。

日本のＮＧＯは、限られた自己資金をＯＤＡ事業実施用間接費に使用せざ
るを得ず、ＯＤＡ事業を実施すればするほど財務状況が悪化する構造に。
ＯＤＡを「触媒」とし、政府資金収入比率減少のためにも、一般管理費を１
５％にして、ＮＧＯが自己資金を寄付増加に投資できる環境整備が不可欠。

総括表
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日本の国際協力NGO強化優先１０項目
ターゲット１：一般管理費を１５％へ拡充

日本のＮＧＯは、限られた自己資金をＯＤＡ事業実施用間接費に使用せざるを得ず、ＯＤＡ事業を実施すればするほど財務状況が悪化する構造。
ＯＤＡを「触媒」とし、政府資金収入比率減少の為にも、一般管理費を１５％にし、ＮＧＯが自己資金を寄付増加に投資できる環境整備が不可欠。

背景：日本のＮＧＯの脆弱な組織構造

一般管理費
拡充の必要性

悪循環

（Ｎ連・ＪＰＦ）

限られた自己資金を
ＯＤＡ事業管理費に使用

広報・営業費等の
「投資資金」不足※１

寄付金等自己資金
獲得が困難

ＮＧＯにおける
政府資金比率の拡大

※１：企業は金融機関や株式を通じて、投資資金が捻出されるが、
日本のＮＧＯは、投資資金がほとんどない状態からの経営開始。

財務状況の悪化

財政基盤の好循環（オールジャパンの国際協力）

（Ｎ連・ＪＰＦ）

【ＪＰＦ：モデルケースＡ国団体Ａ】
総事業費役５，３３０万円（直接事業費４，７８６万円）
一般管理費２３９万円（直接事業費の５％）

一般管理費の比率

２０１８年１０月３０日（火）ＮＧＯ外務省定期協議会・臨時全体会議資料
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一般管理費拡充
（５％⇒１５％）

広報・営業費等の
「投資資金」確保

寄付金等自己資金
の増加

ＮＧＯにおける
政府資金比率の低下

国連資金確保
顔の見える援助

ＮＧＯ・ＯＤＡ
支持層拡大

日本の
プレゼンス拡大

資金調達触媒 関係構築

広報・啓発

国内

国際会議参加

海外

「ＳＤＧｓの促進」

日本のＮＧＯ活動規模が拡大

人材の流出
低い社会的信用

優秀な人材確保
高い社会的信用

財務状況の改善

国益

【Ｎ連：モデルケースＢ国団体Ｂ】
総事業費３，９１９万円（直接事業費３，３０１万円）
一般管理費１６５万円（直接事業費の５％）

実際の一般管理費 合計７８２万円（直接事業費の１６％）
・管理費５７０万円（按分後）
（管理部人件費、家賃、通信光熱費、旅費交通費等）

・現地事業費２１２万円
（ＮＧＯ登録費用、医療費、事業部人件費等）

実際の一般管理費
合計５０４万円（直接事業費の１５％）
・管理費３１１万円
（法定福利費、一時帰国費用、家賃、
管理部人件費、家賃、通信光熱費等）

・現地事業費１９３万円
（法人監査、調査費、家賃、人件費等）

※注：事業期間外費用
ＪＰＦでは、災害発生後の事業期間の費
用しか計上ができないが、災害発生直後
に出動するためには、平時から職員を雇
用し、研修を提供しておかなければいけ
ない。Ｎ連でも案件を立案するためには、
調査費用等の事前投資が必要。

最重要



日本の国際協力NGO強化優先１０項目
ターゲット１：一般管理費を１５％へ拡充

日本のＮＧＯは、限られた自己資金をＯＤＡ事業実施用間接費に使用せざるを得ず、ＯＤＡ事業を実施すればするほど財務状況が悪化する構造。
ＯＤＡを「触媒」とし、政府資金収入比率減少の為にも、一般管理費を１５％にし、ＮＧＯが自己資金を寄付増加に投資できる環境整備が不可欠。

諸外国の一般管理費率の事例 結論

２０１８年１０月３０日（火）ＮＧＯ外務省定期協議会・臨時全体会議資料
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参考

一律１５％への拡充が困難な場合は、代わりに以下を提案する。

諸外国の一般管理費
・米国（交渉ベースで）最大２５％
・英国（交渉ベースで）最大１５％
・カナダ１２％
・仏国７％
・日本５％（現在）

さらに、日本のスキーム（Ｎ連やＪＰＦ）では、一般管理費計算上の
分母の認識が大きく異なる。下はその一例。
①日本のスキームでは、後方支援経費（間接費）や事業の外部監査費

用が分母として認識されていない。
②日本のスキームでは、直接事業費に計上できる費目が限られている。

例：仏国：７％でも、以下が直接事業費に計上可
・コンサルタントによる研究調査費用
・能力強化・研修費用
・評価・モニタリング費用（内部・外部）

③更にＮ連では、通常人件費として計上可能な「法定福利費団体負担
」、「有給休暇中の人件費」、「賞与」、「住宅・扶養手当」等、
通常旅費交通費として計上可能な「一時帰国の費用（旅費・当）」
等が、直接事業費（分母）に計上できない。

諸外国に比べて、極めて
限られる一般管理費比率

直接事業費に、事業実施に必要な費用が計上できず、さらに、
分母から後方支援費が除外されているために、諸外国と比べ、
見かけの％以上に一般管理費が低く設定されている。

日本のスキームでは、調査研究費、研修費、評価費用等が計上
できない状態で、事業と人材の質がなかなか向上しない。

重要：
予算規模を基準とした管理費割合の決定は、多様な日本のＮＧＯ
セクターの発展を妨げるため、適切ではない。

・高いアカウンタビリティと安全基準、国際的プレゼンスを保持
する団体を積極的に支援する。

・日本のＯＤＡスキームとして、調査・研究、研修、外部評価を
適切に実施できる環境を整え、ＯＤＡの質を高める。

戦略的に強化するＮＧＯの基準
１）Ｎ連活用実績５件以上
２）累積赤字がないこと
３）公益財団・認定ＮＰＯ法人
４）監査法人による外部監査報告書提出
５）助成事業の外部評価書提出
６）責任者の安全管理研修受講
７）責任者のＱ＆Ａ国際基準研修受講
８）役職員の国際的な会議への出席

①現在の重点課題適用案件・団体⇒１０％
② ①に加え、以下の基準を満たす案件・団体⇒１５％

日本ＮＧＯ連携無償資金協力事業（Ｎ連）とジャパン・プラッ
トフォーム（ＪＰＦ）の一般管理費を、一律１５％へ拡充して
いただきたい。

最重要



日本の国際協力NGO強化優先１０項目
ターゲット２：ＮＧＯ活動予算の抜本的拡充と中小ＮＧＯスキームの新設

日本政府からＮＧＯへの拠出金は欧米諸国に比べ、極めて低い。より効率的に質の高いＯＤＡを実施するために、ＮＧＯへの予算は抜本的に拡
充すべき。また、国内災害対応や国際協力の浸透においても、地方の中小ＮＯの存在は重要であり、中小ＮＧＯ用スキーム新設が不可欠。

１、日本ＮＧＯ連携無償資金協力事業（Ｎ連）
予算５０．７億円（１７年度）⇒１２０億円（２２年度）
※長期化する人道危機に関しては、最長六年まで可能とする。

２、ジャパン・プラットフォーム（ＪＰＦ）
予算５８．２億円（１７年度）⇒１０８億円（２２年度）
※特に、通常予算（現在約２０億円）の強化

３、技術協力事業（対ＮＧＯ）
予算約１０億円（１７年度）⇒約４０億円（２２年度）

４、外務省からの委託事業
予算０億円（１７年度） ⇒ 約１５０億円（２２年度）
※対象国・地域で秀でた実績を持つ日本のＮＧＯへの委託
※可能な限り、長期契約が望ましい。

合計５年後対ＮＧＯ予算約３００億円増

■多様なＮＧＯの価値は、組織の規模で測ることはできない。

■日本のＮＧＯが世界中で活躍していくためには、中小規模の団体の成長も含めたバランスのある成長戦略が必須。

■大規模団体のみへの優遇政策は、日本のＮＧＯセクターの発展を大きく妨げる。

２０１８年１０月３０日（火）ＮＧＯ外務省定期協議会・臨時全体会議資料

４、外務省からの委託事業
・対象国・地域で秀でた実績を持つ日本のＮＧＯへの委託
・人道・開発で外務省が国別に最重要課題（例：シリアの教育）を

公示し、それに対しＮＧＯが調査・提案を行い、解決を提示する。
（政府の下請け的業務を行うＪＩＣＡ一号案件のコンサルとは異な
り、あくまで外務省は課題を公示し、ＮＧＯが解決案を提示・実
施する。）特に人道・平和構築・難民等の分野で、ＮＧＯの力を
最大限引き出し、外務省の重視する課題を解決する。管理費も自
由に設定、競争入札で、これまでの該当国での実績（Ｎ連含む）、
提案事業内容、費用対効果に勝る団体が事業を受託する。

・可能な限り、長期・柔軟性が高い契約を行うことが望ましい。

①ＮＧＯ活動予算の抜本的拡充（より効率的、顔の見えるＯＤＡへ） ３、技術協力事業
・ＮＧＯがＯＤＡで技術協力を実施できる機会が限定的
※実績：２０１７年度第２回ＪＩＣＡ草の根技術協力事業
－パートナー型：採択５団体（ＮＧＯ１団体）／応募２９団体
－支援型：採択７団体（ＮＧＯ４団体）／応募２５団体

・ＪＩＣＡ草の根技協の予算を増やすか、他の技協スキームが必須

ＪＩＣＡ中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業
・企業とＮＧＯが連携し、イノベーションを起こしていく必要。
・連携推進委員会において、ＮＧＯの参加が限られる要因を整理し、
ＮＧＯ側で提案を行う。

・日本ＮＧＯ連携無償資金協力事業（Ｎ連）における中小規模団体
用に、申請・報告書類が簡素化されたスキームを新設。また、地域
のネットワークＮＧＯに委託する形で、相談窓口を設置する。

②Ｎ連における小規模団体用スキームの新設と地域相談窓口設置

全国のＮＧＯが広く参加できる民主的な場での
ＮＧＯ-ＯＤＡ連携の全体像の議論の継続が必須

その他、上記以外の資金での日本のＮＧＯの参入促進
・ＪＩＣＡ中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業
・国際機関とのパートナー契約（ターゲット３へ）

※参考：Ｎ連６２団体
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地域イノベーション型事業（仮称）
・３団体以上の合同立案
・１つの申請書＋提出書類の簡素化
・１案件５,０００万円以下
（各団体活動１,０００万円以下）
(主契約団体のモニタリングやテクニ
カルアドバイス費用事業総額２割上限）

・ＮＧＯと連携した国際協力の推進適用（一般管理費１５％適用）
・事業実施国は、一カ国に限定しない。
・報告書は、成果に加え、協同による学びを重視したフォーマット
・開発のみならず、人道福祉的活動も対象（例：貧困層への給食）

日本の国際協力NGO強化優先１０項目
ターゲット２：ＮＧＯ活動予算の抜本的拡充と中小ＮＧＯスキームの新設

日本政府からＮＧＯへの拠出金は欧米諸国に比べ、極めて低い。より効率的に質の高いＯＤＡを実施するために、ＮＧＯへの予算は抜本的に拡
充すべき。また、国内災害対応や国際協力の浸透においても、地方の中小ＮＯの存在は重要であり、中小ＮＧＯ用スキーム新設が不可欠。

２０１８年１０月３０日（火）ＮＧＯ外務省定期協議会・臨時全体会議資料

④「ジャパン・エイド・マッチ」の新設

※参考：英国エイドマッチ（UK Aid Match）：２０１３年から２０
１６年、３６０万人が寄付し、４２団体、２２ヶ国の事業に１億２，
０００万ポンド（約１５０億円）を助成。現在も継続中。年２回募
集１回上限２，０００万ポンド（約２８億円）。

・「国民一人ひとりが主役」のＯＤＡ・ＳＤＧｓ貢献を実現する。
＝国民が参加し、ＯＤＡ事業の優先を決める国民参加型ＯＤＡ

・「触媒としてのＯＤＡ」：開発途上国開発ＯＤＡ以外の資金の拡大
＝官民・自治体・ＮＧＯに加え「国民一人ひとり」を「触媒」に

・世界の人道課題やＯＤＡ、ＳＤＧｓに対する関心を最大限に高める

・手段：国民からの寄付に対して日本政府から同額をマッチング
・目的：国民の声をＯＤＡに反映させるとともに、世界の開発・人

道課題やＯＤＡに対する関心を高めること、開発途上国に
おけるＳＤＧｓ達成。

・ＮＧＯと外務省の合同寄付アピール
・地域のネットワークＮＧＯが事務局を担い、各地域での広報やイ

ベントの開催、情報拡散や中小規模法人の申請補助業務を行い、
幅広い活動を展開する。

・通常は１：１のマッチング、但し、前年度寄付収入１億円未満の
団体は政府からの補助率は２倍。

Ｎ連の中に「地域協働型事業（仮称）」の新設。全国の国際協力ア
クターを増加、連携を通じて、イノベーションを起こす。

日本ＮＧＯセクター大きな課題：
①複数組織によりイノベーションを起こす機会が限定的。
②新たな若く独創的なプレイヤーが参入できない（日本には財団が
なく公的資金に依存しがちであるが、民間の数十万円～数百万円規
模の助成金と数千万円の公的資金の間のギャップが大きい）

主契約団体経験豊富

団体A

（例：５０００万円）

メリット：
・稀有な経験と能力、独創的な発想を持ちつつ、ＯＤＡ事業申請に
不慣れな中小ＮＧＯの課題解決能力とＮ連実施能力を向上。

・地域の顔が見える関係の中での経験豊富な主契約団体の保障。
・強みが異なる団体間での学び （・地域へのＯＤＡ浸透）
⇒実績が付いた段階で希望により通常のＮ連⇒外務省委託へ

課題：実施国が２カ国以上になることが許容される必要

③Ｎ連における「地域協働型事業」の新設

A国
A活動

団体B 団体C 団体D

B国
B活動

C国
C活動

D国
D活動

開発途上国でのＳＤＧｓの達成

ＮＧＯ

国民 外務省

寄付 補助

特定の事業に対す
る国民からの寄付
額に応じて政府が
マッチング

ＮＧＯ

国民 外務省

寄付 補助
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日本の国際協力NGO強化優先１０項目
ターゲット３：国際機関連携強化に向けた環境整備の実現

国際的に日本のプレゼンスを高め、資金源多角化のため、国際機関と
のパートナーシップ増加がＮＧＯ、政府双方より望まれている。その
ため、国際機関とマッチングしやすい制度への改編を行い、３年以上
長期化する人道危機への対応、事前展開も可能とするコアファンディ
ング等を実現する。

ターゲット４：国際会議等への参加と提言の促進

ＳＤＧｓ、難民/移民グローバルコンパクト、国際保健等人道・開発
支援では常に新たな潮流、規範、政策が形成され、それに基づいて各
分野、各国で支援が展開されている。日本のＮＧＯも、規範・政策策
定レベルにおいて、さらに発信、提言能力を高められるように、予算
措置をしていただきたい。

・ＮＧＯ環境整備支援事業のＮＧＯ研究会又はＮＧＯ海外スタディ・
プログラムを通じて、クラスター会議や国際会議へ参加できるよう
に。また、両スキームの予算は限られているため増額を要望。

ターゲット５：ＪＩＣＡボランティア本邦ＮＧＯ派遣

人材不足解決とＯＤＡ財源効率化のために連携は必須。特にシニア
ボランティアや企業在職参加との連携効果は高い。連携促進のため
には、ＮＧＯが１）ボランティア採用権、２）現場指揮管理権、
３）年数十万円程度の管理費の３点の環境整備が不可欠。日本のＮ
ＧＯ派遣専用のスキーム新設も一案と思われる。

・申請方法の説明会の開催（地方含む）、連携事例集約、ＮＧＯ・
国際機関連携協議会の開催等。

受入に否定的
４２％

受入に肯定的
５８％

ＮＧＯへのアンケート
（２０１８年１０月）

【ＮＧＯの根本的な課題】
現地での日本人駐在員の人材不足

【ＮＧＯ側で受入の場合、必須事項】
①受入団体で採用権確保の必要性
・ミスマッチのリスク回避
・専門性を有していることが条件

②受入団体で指揮権確保の必要性
・通常業務管理

③受入費用補填の必要性
・机やＰＣ購入、事務用品費等

④通常のボランティア（特に東南アジア）との公平性確保の必要性
・アルバイト等をして来ている学生ボランティアとの待遇の差

【その他の事項】
・民間連携ボランティア制度（企業現職参加）で本邦ＮＧＯ派遣と
なれば、日本企業と本邦ＮＧＯ連携は加速すると思われる。

・アフリカや中東（特にフランス語圏・アラビア語圏）⇒連携効果高
・本邦ＮＧＯボランティアというスキーム（青年海外協力隊・日系社
会青年ボランティアに次ぐ３つ目の枠）とするのも一案。

・ネットワークＮＧＯが募集や管理に関われるとスムーズ

ＮＧＯへのアンケート結果

課題が解決されれば、多く
のＮＧＯが受け入れに

肯定的になると思われる。

２０１８年１０月３０日（火）ＮＧＯ外務省定期協議会・臨時全体会議資料

①ＮＧＯ・国際機関連携事務局設置（ＮＧＯへの委託）

・Ｎ連・ＪＰＦにおいて、事業の開始・終了時期、複数年の年数等に
ついて、国連資金とマッチングしやすい形で改変する。

②国際機関連携に合致するように既存のスキームの改変

※ＮＧＯと国際機関での会合が行われており、年内にとりまとめ

①ＮＧＯ環境整備支援事業（Ｎ環）を通じた国際会議への参加

・一般管理費を使用し、実施系ＮＧＯが国際会議に参加できるように。

②一般管理費１５％拡充による国際会議への参加
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参考：韓国のＫＯＩＣＡは、ボランティア事業の事務局をＮＧＯ
（ＫＣＯＣ）に委託。韓国のＮＧＯにボランティアを派遣。通常１
年、最大２回まで延長可能。２０１７年実績：派遣人数３４３人、
３３ヵ国、派遣終了後のボランティア７７人／年がＮＧＯで就職。
⇒ＪＩＣＡからの派遣が困難な場合、日本のＮＧＯとしてＫＯＩＣ
Ａからの派遣を模索するのも一案。



日本の国際協力NGO強化優先１０項目
ターゲット６：開発人道ニーズがある地域への渡航制限緩和

ＮＧＯが国際基準に基づいた安全基準の運用や研修を実施しているこ
とに鑑み、一定の危険度に達している国・地域への邦人の渡航につい
ては、従来より細かく設定された渡航情報、地域特有の脅威情報、各
ＮＧＯの安全管理等を総合的に判断の上渡航が認められるべき。

ターゲット７：働き方改革促進と業務効率化

Ｎ連やＮ環等の制度において、申請・報告書類作成や調整に多くの時
間が費やされ、これらの業務にＮＧＯ・外務省双方が膨大な人件費を
費やすのは、きわめて非効率であるとともに、日本のＮＧＯの高離職
率の一因になっている。日報の廃止等早急な業務効率化が必須。

・渡航可否の判断方法について、外務省・ＮＧＯで継続協議を実施。
・旅行者向け渡航情報を一律に適用せず、外務省・ＮＧＯで合意した

手順と基準に基づき、事業毎に判断し、渡航を実現。

ターゲット８：ＯＤＡとＮＧＯ一体の国際協力広報強化

一般市民が内向きになり、グローバルな課題への関心が薄れていく中、
ＯＤＡとＮＧＯが協力して、国際協力の重要性を訴えていくことが求
められている。ＯＤＡ広報媒体の中で、ＮＧＯのＳＤＧｓ等への貢献
を表現するとともに、一般市民向けの広報をより戦略的に連携して実
施していくことが大切。

ターゲット９：NGO活動環境整備支援事業（Ｎ環）の拡充

Ｎ環は、ＮＧＯの活動環境を整備する重要なスキームにも関わらず、
５年前と比較し、受託団体数は、相談員１７→１５、海外スタディ
１１→７、研究会５→３、インターン２０→１０と激減し、環境を
整備できる状況にない。大幅に拡充していただきたい。

ターゲット１０：ネットワークＮＧＯへの資金提供

各地域のネットワークＮＧＯは、実施系ＮＧＯの能力強化や政策提
言の生命線であるとともに、他アクターにとっても、集積した国際
協力の情報を得られ、市民の声をＯＤＡに反映させる貴重な存在。
国際協力を各地域で広めるために、財政面での支援策の拡充が必須。

・外務省民間援助連携室とＮＧＯ双方の働き方改革についての勉強会
を開催し、業務効率化に向けて、論点を整理し、共同目標を設定し
て、履行していく。

・ＮＧＯ・国際機関・外務省（各地域局、国際協力局）が、有識者や
学識経験者とともに、課題地域別の協働アピールを行う。無関心層
が集まる場での広報について検討する。前述の「ジャパン・エイド
・マッチ」と連携すると効果は高い。（その他、Ｐ３、Ｐ４参照）

・地方の新たなＮＧＯアクターを発掘したり、若い人材を育成するた
めにも、Ｎ環の拡充は必須。同時に、長期的・横断的視点に立ち、
既存のスキームについて常に改善をはかる。

・災害多発国に関しては、その国で活動拠点と実績を有している日
本のＮＧＯに平時のうちに国際緊急援助物資の保管、ニーズ調査、
国際基準に基づく災害発生時の提供、完了報告を委託しておき、
災害が発生した場合は、３日以内に被災者に届けることができる
体制を確立しておく。これにより、シンガポールやドバイ等の備
蓄倉庫から搬送するよりも安価かつ短期間で（行政ではなく）被
災者に提供が可能となるとともに、ＮＧＯが集めた寄付と合わせ
て、日本政府と国民、ＮＧＯが一体となった救援が実施できる。

２０１８年１０月３０日（火）ＮＧＯ外務省定期協議会・臨時全体会議資料

・国際機関連携事務局や外務省と合同のＯＤＡ広報、ＪＩＣＡボラン
ティア連携等においてネットワークＮＧＯに業務を委託する。

・英国政府が英国ネットワークＮＧＯ Ｂｏｎｄに戦略的枠組合意とし
て資金提供を行っているが、日本のネットワークＮＧＯが適切に実
施系ＮＧＯを育てていくためには、日本政府から同種の資金が必須

その他：国際緊急援助物資供与におけるＮＧＯとの連携
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